
 

令和６年３月号掲載 

男女共同参画社会をつくる 

～男女共同参画に関するＱ＆Ａ～ 

 

     社会のあらゆる分野への男女共同参画の推進として女性の活躍推進は欠か 

せません。企業は、企業に勤める女性が出産や子育て、さらには家族を持た 

ない一人女性等が、キャリアを積んでライフイベントに合わせた働き方を実 

現するための制度整備に取り組んでいます。 

 

Ｑ１０５ 企業における女性登用の状況を教えて下さい。 

 

Ａ１０５  もんぶ 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業における女性の参画拡大は、多様性の向上を通じてイノベーションを

喚起するとともに事業変革を促し、企業価値を高めることにつながることか

ら、日本経済の今後の成長にとって喫緊の課題です。 

我が国の女性役員比率は過去１０年間で徐々に上昇してきており、※１プラ

イム市場上場企業における女性役員の割合は２０２２年の１１.４%から２０

２３年は１３.４％に増加しました。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、プライム市場上場企業において、約１割の企業に女性役員がいな 

いというのが現状であり、日本を除く G7諸国や OECD諸国の平均とのギャ 

ップは依然として大きくなっています。 

 また、民間企業において部長、課長、係長の女性割合は近年上昇傾向には 

あるものの、上位の役職ほど割合が低い状況であり、女性の社内役員登用を 

進めるためには企業におけるパイプラインの構築が重要です。 

※１新市場区分のうち、最上位の市場です。流動性やガバナンス水準、

経営成績や財政状態といった項目に一定の基準を設け、それをクリアし

た企業がプライム市場への上場を許されることになります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、内閣府男女共同参画局の令和４年度「ジェンダー投資に関する 

調査研究」報告書によると、投資判断に女性活躍情報を活用する機関投

資家等は約３分の２で、活用の割合が最も高い女性活躍情報は「女性役

員比率」です。 

 このように、昨今の資本市場においては企業の女性活躍状況が投資判

断に考慮されるようになっており、女性が企業の責任ある地位で活躍す

ることは、グローバルな競争が激化する中で、企業の持続的な成長にも

つながるものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所 共同参画 ２０２４年２月号 

 社会全体として女性活躍推進に取り組むことで、我が国でも女性役員

比率が目標に向けて上昇してきております。現在においては、機関投資

家等の半数以上が女性活躍情報を活用しており、女性活躍情報を見ると、

企業の努力もさることながら、女性活躍推進に意欲を持った人材が、そ

の能力を発揮してきている結果でもあるといえるのではないでしょう

か。今後とも更なる期待を抱きたいものです。 


